
幼稚園給食費の免除漏れ及び返還について（経緯書） 

 

１ 概要 

  伊東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例第１３条第４項第３号の規定に基づき、対象の園児に対して給食

費の副食費を免除しなければならなかったが、免除していなかったことが判

明した。 

 ⑴ 副食費免除対象園児 

   ア又はイのいずれかに該当する園児 

  ア 世帯の市民税所得割額が７７,１０１円未満（５歳児を除く。） 

  イ 小学校３学年修了前の子どもから数えて、小学校又は対象施設等（※）

を同時に利用している３人目以降の園児（５歳児を除く。） 

   ※ 認定こども園、保育所、小規模保育施設、幼稚園、企業主導型保育

施設 

 ⑵ 対象人数  １１人 

 ⑶ 返還額（副食費免除額）  ２１６，３２５円 

  （内訳） 

   令和５年度分  １１６，２７５円 

   令和６年度分  １００，０５０円 

 

２ 経過 

 ⑴ 令和６年４月下旬 

   長野県の箕輪町役場から園児の広域受託の件で問い合わせがあった際に、

幼稚園の給食費の副食費免除の件で相談があった。 

 ⑵ 令和６年６月上旬 

   担当者は幼稚園の給食費の副食費免除に関する制度の調査をしたところ、

条例で定める免除対象者に対して本市の幼稚園で実施している給食費の副

食費を免除していないのではないかとの疑義が生じ、調査を開始した。 

 ⑶ 令和７年１月１５日 

   副市長へ幼稚園の給食費の副食費が、対象園児に対して免除されていな

かったこと及び今後の対応を報告した。 

 ⑷ 令和７年２月３日 

   返還対象者の保護者へ謝罪文及び返還手続き書類を郵送した。 

 

３ 再発防止策 

  担当職員が法令等に習熟することで、再発防止に努める。 


